
- 83 - 

 

ニーズ（研究計画、希望校種、取得免許等）と、実習校の受入事情との摺り合せによって

作成した配属予定案が岐阜県並びに岐阜市教育委員会、附属小中学校の了解を得て、決定

される。 

② 一人の実習生に対して、大学の実務家教員・研究者教員と実習校のメンターティーチャ

ーの三者で指導体制を組む体制をとる。実務家教員と研究者教員は協働し定期的に巡回訪

問し、メンターティーチャーとの協議、実習生の指導・面談を行い、学校実習の展開状況

をつねに把握するように努める。実習校の校長やメンターティーチャーとの合同協議（ス

クールミーティング）を定期的に実施している。 
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③ 三種の学校実習はいずれも2年次前期に実施され、カリキュラム上、他履修科目と相互

的につながるものとなるよう配慮されている。とくに、1年次に通年実施されるストレート

マスター履修必須科目「教職実践基礎研究」（基礎演習・実地演習）は、実習へのレディ

ネス形成を目的として設定されている。前半の「基礎演習」の目的は、学校改善・授業開

発・教育臨床・特別支援教育の4領域の実習の基盤として必要な基礎的・基本的な知識や識

見の習得・理解にある。後半の「実地演習」の目的は、実習校の授業・行事・会議等の参

観・参加、教職員・児童生徒との関係形成等を行い、2年次学校教育臨床実習のレディネス

形成を準備することにある。 

④ 授業開発臨床実習の特色として挙げられるのは、学部段階の教育実習に見られるよう

に、単元の一部を割り当てられ授業実践を行うのではなく、複数の単元全体に対して責

任を持って計画・実施・省察することにある。 

⑤ストレートマスターにとって、学校実習と、修士論文に代わって学修成果の中核となる

「開発実践報告」とが密接に関連していることも重要な特色として挙げられよう。実習が

終了すれば、それでおしまいというのではなく、実習の分析省察をもとに明らかにできた

自己の実践課題に対して引き続き授業実践に挑戦し、そのプロセスを「開発実践報告」と

してまとめ、修了後、正規教員になってからも継続的に取り組む基盤を形づくるものとす

る。 

（２）実習の実際 

 ６月より、教科単元指導計画、それに基づく教材研究と学習指導案作成等の準備を、大

学の実習担当教員と実習校のメンターティーチャーと相談しながら進め、9～10月にかけて

授業実施・分析省察を行う。分析省察では、毎時間の実施授業ごとに実習記録（下記）を 
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作成し、参観した大学の実習担当教員、実習校のメンターティーチャーと共同省察を行い

、課題への気づきを明確にし、次の取組への見通しをもてるようにする。   

さらに、並行して、ストレートマスターは主体的な学習会を開き、現職教員院生や実務

家教員の支援を得て、模擬授業を相互公開し、意見交換する活動を発展させている。 

 

（３）実習の効果 

 ストレートマスター修了者に対する本学教職大学院アンケート調査によれば、授業開発

臨床実習を含めた長期学校実習に対する評価は相当に高い。 

1時間ごとの単発的な授業実施では導入部に重点が置かれやすく、終末部や単元を通して

どんな子どもを育てるかという見通しの形成にまで意識が及びにくい。しかし、実際の学

校の授業とは連続的なものであり、授業開発臨床実習での単元指導計画作成、1時間ごとの

実施とその分析省察は、本時を通して、次時の展開、単元全体を通して子どもをどう育て

るかという課題意識をストレートマスターに培う、という実際の教職経験により近いもの

となっている。 

 

２．現職教員院生対象「学校改善臨床実習」 

 

（１）実習の特色 

 これまで学校教育（ま

たは特別支援学校）臨床

実習に関して、現職教員

院生はその教職実務経

験の内容審査によって、

単位既修得みなし認定

が行われてきた。しかし

、その実習のなかで学校

経営に関する「学校改善

臨床実習」は現職教員院

生にとって受動的な実

務経験はあるものの、企

画発案等といった主体

的な実務経験が乏しい分野である。 

 そこで、現職教員院生のスクールリーダーの資質能力開発に相応しい課題解決的で提案

型の実習内容へと改善を図り、履修を課することにした。 

 

（２）実習の実際 

 以下に紹介するのは、高校教諭（O 氏）と小学校教諭（M 氏）の実習取組の概要である。 

①高校教諭（O氏）の実習取組 

「学校経営計画」分野での実習に臨んだO教諭は、学校の中期的な経営計画として校長
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が意欲を示すSSH指定への動きに注目した。学校内で検討を進める「SSH導入検討委員会

」と、一般教員の間での導入に向けた意識の違いを「距離の遠さ」として捉え、ミドル

・アップダウン・マネジメントの手法を活用して、自らが中心となって行動できる改善

策をスクールミーティングにおいて提案した。 

 これに対して、校長は職員の共通理解を図る手法を評価し、指定を受けようとするSSH

についての校長の意図やSSH導入検討委員会の議論を紹介し、職員間の思考や議論の契機

となる「SSH通信」の発行と職員間の議論のファシリテーターとしての役割の実践を指示

した。そこで、O教諭は管理職と一般教員の間のコミュニケーションの中核になって橋渡

しを円滑に行い、組織を一定方向に動かす役割を果たすことができた。 

②小学校教諭（M氏）の実習取組 

 「学校評価」分野での実習に臨んだM教諭は、大学院で受講した「学校評価の開発実践」

での学修成果を利用し、勤務校の学校評価の現状を分析し、スクールミーティングにおい

て課題と改善策を提案した。校長は学校改善につながる実効性のある提案として評価し、P

DCAサイクルによる学校経営を進める観点から学校評価のあり方を見直すこととした。 

その取組は「学校経営計画を保護者、地域に説明できるように改善し、教育活動の実施

と連動して学校評価の内容提案を行うことで、学校経営計画と学校評価の整合性を高めた

こと。自己評価も年１回の実施から１学期末の評価を加えて２学期以降の活動に反映させ

たこと。学校評議員が委員を兼ねる学校関係者評価では、委員に評価者としての立場と役

割を改めて確認し、学校の応援団としての役割を強めたこと。さらに、近隣学校の教頭を

加え学校関係者評価の位置付けを明確にしたこと」である。この改善の動きは、市教育委

員会の支援を受けて校長会等で紹介され、他校の改善へと広がりを見せている。 

M教諭の実習取組における学校評価分野での実践は、PDCAサイクルによる学校経営の改善

に大きく貢献することができた。M教諭は実習を通してスクールリーダーの果たす役割を理

解し、その能力を身に付けることができたと言える。 

 

（３）実習の効果 

 高度専門職の養成を目指す教職大学院は、大学院での学びが具体的な成果となって学校

現場に還元されることが重要であり、学校の課題を明確にし、学校改善に貢献できるか、

特にスクールリーダーとしての資質開発を行っているかということが問われる。そのため

に、理論とスキルを、具体的成果へと有機的に結びつけることが必要である。 

 今回、大学で学ぶ理論と実践スキルを「提案型実習」と結びつけるアプローチをとっ

た。上記二人の現職教員院生は、学校経営の改善に寄与する実践と提案を行うとともに

スクールリーダーとしての役割を、実践・改善成果を通して体得することができた。実

習を行った現職教員院生全てが実習先の勤務校で同様の成果を上げているわけではない

が、校長から提出された実習評価から判断すれば、スクールリーダーとしての意識を高

め、学校経営への主体的な参画の方策を模索し、一つの方向性を見いだすことができた

と評価しうるだろう。  

                           文責 石川英志 
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奈良教育大学教職大学院における実習 

 

キーワード： 学校実践  スクールサポート的活動   学校実践授業力事前審査 

 

奈良教育大学 

大学院教育学研究科（専門職学位課程）教職開発専攻 

 

１．実習の概要 

 本学教職大学院の基本情報をまとめると、以下の表１のようになる。 

 

表１ 奈良教育大学教職大学院における実習 

実習の名称 概要 実施校 実施時期 単位数 備考 

学校実践Ⅰ 

小学校を多面的･

重層的にみる観察

実習 

 

連携協力校 

1年次 5月 2週

間 
２ 

現職教員

免除可 

学校実践Ⅱ 

中学校を多面的･

重層的にみる観察

実習 

 

連携協力校 

1年次 6月 2週

間 
２ 

現職教員

免除可 

学校実践Ⅲ 

取得免許校種にお

ける応用実習 

 

連携協力校 
1 年次 10 月 4

週間 
４ 

現職教員

免除可 

学校実践Ⅳ 

取得免許校種にお

ける研究テーマに

そった総合実習 

 

連携協力校 

（現職教員は勤

務校） 

2 年次 10 月 4

週間 

（現職教員は

4月～10 月） 

 

４  

スクールサポ

ート的活動 

スクールサポート

を通した長期課題

探究実習 

 

連携協力校 

（1 年次は原則

として学校実践

Ⅰ及びⅡの学

校。2 年次は原

則として学校実

践Ⅳの学校） 

1年次： 

9月～3 月 

毎週金曜日午

前中 

計 19回 

2年次： 

4月～11 月 

毎週金曜日午

前中 

計 14回 

 

単位外 

ストレー

ト全員参

加 

十津川サマー

スクール 

へき地学校におけ

る実習 

 

奈良県十津川村

立の小学校 
夏季休暇中 4

日間 
単位外 

参加は任

意 
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２ 各実習の実際と特色 

 

（１） 学校実践Ⅰ・Ⅱ 

【目的】 

     特定の学級に関わりながら、担任とともに、授業観察の方法、組織的に課題解決に

向かう方法、児童生徒の成長やクラスの成長を支援する手立て等を学ぶ。加えて「課

題研究」のテーマを探究する。 

  【方法】 

  ① 10日間の実習期間中に観察する対象となる「継続観察」と「日替観察」の授業を、

毎日各１時間以上、合計それぞれ 10時間ずつ（計 20時間）以上組み込む。「継続

観察」は原則として担当教員による授業を観察する。「日替わり観察」はその他の

教員による授業を観察する。 

  ② 実習の後半に、当該校種の教員免許を取得している院生においては、20時間の枠

内で少なくとも１時間の授業の機会をもつ。 

  ③ 観察で学んだことを整理する時間を毎日１時間程度確保する。 

  ④ 空白のコマにおいては、協力校が院生の希望を聞くなどして活動内容（TT授業、

特別支援入り込み、学校事務処理等）を指示して取り組む。 

    ⑤ 授業観察以外（例えば、朝の会、業間、給食、清掃、終わりの会、下校指導、部活

動指導、等）では、院生が担当教員をアシストしながら担任の業務に対する理解を

深められるよう、関わり方を協力校の指示を受けて取り組む。 

  ⑥ 大学院教員は週に 2日以上学校を訪問し、院生の実習状況を把握するとともに、協

力校教員とともに研究協議の場を設けてミーティングを行う。 

  ⑦ 学びは、毎日電子ポートフォリオに記載する。 

 【評価】 

     表 3 の評価観点に即した協力校教員と大学院教員による評価、及びポートフォリ

オ、事前･事後のレポートの質を総合し、教職大学院会議で検討して評定を決定する。 

【特色】 

  ① 学部教育実習では学ぶことが少ない教員の職務全般を学ぶことができる。 

  ② 近年、協力校の趣旨理解も進み、職務を学ぶことの他に院生に授業の機会を多く与

えてくれている。 

  ③ 開設当初、「観察」が院生にとって受動的になりがちであったため、2年前より「課

題研究」のためのテーマを探究することも目的に加えた。その結果、実践から掴ん

だリアルな課題に対し、それを改善する実践研究として深まっている。 

    【その他】 

         「実習科目免除願」を提出した現職教員については、入学直後の 1週間に行う集中

講義「授業力応用演習」（2単位）において、模擬授業、小論文等の達成度を基に免

除の可否について審査する。その後、「実習免除評価委員会」（県教育委員会、他大学

からの外部委員）において免除審査の妥当性を評価、さらに教務委員会、教授会を経

て免除を認定している。 
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（２） 学校実践Ⅲ 

【目的】 

     学校実践ⅠⅡで学んだことを基に、授業力が教師の力量として重要であることを認

識し、自分自身の授業力を持続的に向上させるための資質・能力を養う。また、教育

活動の背景について共通理解を図ることの重要性を学び、引き続き、教師として様々

な課題に組織的に対応していける素地を身につける（出来事の予測、指導の見通し、

緊急時の対応・処置など）。 

  【方法】 

  ① 学級担任と常に行動を共にしながら、児童生徒との接し方や授業の在り方、組織に

おける教員の役割などについての学びを深める。また、院生を一人ずつ学級（担任）

に配置し、実習期間中に、10時間程度授業を行う。 

  ② 担当教員をアシストしながら、担任としての業務（学習指導、朝の会・終わりの会、

業間、給食、下校指導、行事指導、教材・学級便りなどの作成、学級事務の処理、

生徒指導、部活指導、等）を学べるよう、協力校の指示を受けて取り組む。 

③ 学校の教育内容・活動等が組織としてどのように決められ、実施されていくのかに

ついて理解を深めるため、職員会議、学年会議、分掌会議等にできるだけ参加する。 

  ④ 大学院教員は、週に 1日以上学校を訪問し、院生の実習状況を把握するとともに、

協力校教員とともに研究協議の場を設けてミーティングを行う。 

  ⑤ 院生の教職に関するキャリア形成のため、協力校教員（担当教員を中心に）が教職

経験をとおして学んだり、感じたりしていることなどを聞き取る。 

  ⑥ 学びの成果は、11月中旬頃に行う「実習報告会」で発表する。その会には協力校

の管理職、あるいは担当した教員も招く。 

【評価】 

     表 3 の評価観点に即した協力校教員と大学院教員による評価、及びポートフォリ

オ、事前･事後のレポート、実習報告会でのプレゼンテーションの質を総合し、教職

大学院会議で検討して評定を決定する。 

【特色】 

  ① 授業が中心になるため、事前に大学院内で「学校実践Ⅲ授業力事前審査」（模擬授

業）を課し、審査に合格した者に受講資格を与えている。不合格だったものについ

ては実習までに大学院教員の指導を受けながら力量を高め、再審査を受ける。 

  ② 演習科目（「授業省察」等）を実習の前後に配置し、理論と実践の往還が果たせる

ようにしている。 

  ③ 学校実践ⅠⅡに続き、「課題研究」のためのテーマ探究も意識させている。 

【その他】 

    現職教員の免除審査は、学校実践ⅠⅡと同様。 

 

（３） 学校実践Ⅳ 

【目的】 

     自ら設定したテーマにそって学校実践を行い、実践研究の力量を培う。 
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  【方法】 

      ストレート院生は基本的に学校実践Ⅲと同様である。現職教員院生は、4 月～10

月に週 1 回１日程度（20 日相当）を学校実践Ⅳに当てることとし、定期的に大学院

教員が勤務校に出向き、指導と討議を行う。 

【評価】 

     ストレート院生は、授業実践力に関する観点と実践研究の力量についての観点に

即した協力校教員と大学院教員による評価、及びポートフォリオ、事前･事後のレポ

ート、実習報告会でのプレゼンの質を総合し、教職大学院会議で検討して評定を決

定する。 

     現職教員院生は、期間中の取組状況、振り返りの状況、研究発表会の授業やプレ

ゼンテーションを対象に評価し、教職大学院会議で検討して評定を決定する。 

【特色】 

  ① 授業が中心になるため、事前に大学院内で「学校実践Ⅳ授業力事前審査」（ストレ

ート院生のみ）を課し、審査に合格した者に受講資格を与えている。不合格者につ

いては学校実践Ⅲと同様。 

  ② 現職教員院生については、勤務校において県及び当該所管の教育委員会管理主事、

指導主事、近隣の学校教員等を招いて研究授業と研究発表会を行っている。 

  ③ ストレート院生は、「実習報告会」の他に、12月の研究中間発表会で実習の成果を

示すこととしている。 

 

（４） スクールサポート的活動 

【目的】 

     学校実践ⅢⅣにおいて、協力校、および児童生徒とのコミュニケーションが円滑に

図れるようにするとともに、課題研究のため児童生徒の継続的観察やテーマ探究を行

う。 

  【方法】 

      週 1 回半日、連携協力校と協議の上、サポート活動を行う。 

  【特色】 

① 連携協力校のニーズに応えるとともに、院生には課題研究の視点をもたせ、活動の

中で自らのテーマを探求させるようにしている。 

  ② 特別な支援を必要とする児童生徒へのかかわりや児童生徒の人間関係づくりなど

において教員を補佐するなど、教員との協働関係を築くうえでうまく機能している。 

 

（５） 十津川サマースクール（奈良教育大学教職大学院と十津川村立小学校との学習交

流） 

【目的】 

     へき地教育の現状に学ぶとともに、子どもたちとの学習交流をとおして子どもたち

に学ぶ喜びや多くの人と接する楽しさを伝え、院生自身が視野を広げ教員としての専

門性・実践力を高める。  


